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研究成果の概要（和文）： 本研究の目的は、児童養護施設に入所する幼児の生活実態を把握し、課題を明らか
にすることである。調査の結果、就学前教育機関の利用は66.5%、うち幼稚園が最も高く57.0％であった。4・5
歳児に限定した結果を見ると、全国に比べ約12ポイントも低位にあった。また、幼稚園の児童養護施設の幼児に
対する理解、入園時の「選抜」、幼稚園利用に伴う児童養護施設職員の負担などの課題が見いだされた。また、
心理的・発達的・社会的に支援が必要な幼児も多い状況も確認された。「発達の連続性」の観点からも、就学後
からの教育支援のみならず、就学前の段階から多様な支援の場が必要であろう。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to understand real life situations of young children living
 in a children’s nursing home and to clarify problems. Survey results showed that use of pre-school
 educational institutions are 66.5% and kindergarten use was the highest at 57.0%. Viewing results 
limited to children age 4.54 to 5, this was about 12 points below the nationwide percentage. 
Problems were uncovered such as understanding of kindergarten’s young children from the children’s
 nursing home, “selection” during school admission, and the burden for children’s nursing home 
staff due to kindergarten usage. Additionally, it was confirmed that many children are in need of 
psychological, developmental, and social support. 
From a “continuity of development” standpoint, it is necessary not only to have educational 
support after school enrollment but to also have places for a variety of supports prior to school 
enrollment. 

研究分野：教育学・教育社会学
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１．研究開始当初の背景 
 
 近年、世界的に社会的排除層に対する乳
幼児発達支援を通じた教育格差の是正への
期待という面からも保育・幼児教育への注
目は高まっている。本研究は、日本におけ
る社会的養護下にある児童養護施設の幼児
期の生活実態を明らかにし、その実態を教
育権の保障という観点から捉える。それら
を基に、児童養護施設の幼児期や支援シス
テムの問題の理解に迫るとともに、幼児期
を基盤とした児童養護施設の子どもの将 来
的な生活・教育を支援するためのネットワー
クモデルの構築を検討するものである。 
 
 児童養護施設(以下、施設)は、全国に 585 
施設、29,114 人の子どもが生活している
(2012 年, 厚生労働省調査)環境上、児童虐
待、家庭生活に困難を抱えるなど社会的排
除層の家庭の子ども など、養護を要するお
おむね 2歳~18歳までの子どもの養育を行う
施設である。最近では家 庭復帰を望めず、
在所年数の長期化が進んでいる。家庭復帰
が見込めない際の子どもの進路は、中学 校
修了後の非進学者は退所となり、高校等進学
者は修了後のおおむね 18 歳の時点で退所
となり、 自立の道を歩まなければならない。
「袋小路的生活」の再生産に陥りやすい青年
期の進路問題の 困難さについての研究は、
本研究代表の坪井(2011,2012,2013)や西田ら
(2011)の研究がある。 
 また、施設入所時の年齢は、0~5歳時が全
体の 53.8%(2008,厚生労働省調査)であり、就
学前である幼児期の入所が半数を占めてい
る状況は看過できない。それだけ幼児期に
施設での生活を経験する子どもがいるにも
かかわらず、施設の子どもに関 す る 研 究
は、先に述べた進路問題、  虐待対応やかか
わりに難しさがある子どもへの対応をはじ
めとする対象児を絞った事例検討が多  くを
占め、本調査が対象とする施設の幼児期の
生活実態に関する包括的な研究は存在しな
い。 
 さらに、施設外での教育や生活の場につ
いて見ると、学齢以降の子どもは義務教育
機関である 小学校・中学校、もしくは高等
学校に通学しており、施設外での生活や教
育の場が保障されている。一方、学齢以前
の子どもの保育や教育の場である保育所や
幼稚園は義務教育機関ではないため、入
所・就園はその施設に拠るが、そうした基礎
的 なデータについても所管する厚生労働省
や全国児童養護施設協議会での統計が存在
しない等をはじめ、幼児期の子どもの実態
に関する統一的な調査や基礎的なデータに
欠けている現状が確認される。 
 幼児期への着目に至る経緯は、①本研究メ
ンバー全員による 4ヶ年の「被虐待児の援助
に関わる学校と児童養護施設の連携」(子ども
の虹情報研修センター,2010~2013)、 

②本研究メンバーの坪 井 ・ 保坂が参画した
「「学校に行かない」子ども教育権保障を
めぐる教 育 臨 床 社 会 学 的 研 究 」 ( 科
研 ,2010-2012)が基盤となっている。なかで
も、坪井(本研究代表者)が①②において 行っ
た施設の進路問題に関する調査研究から、
今回の研究テーマの着想に至った。そこで
の結果は以下の 5 点である。 
1) 施設の高校進学状況や学力保障のための
学習支援者に対する調査を通し、低進学率
のみならず、進学先も学力困難校に偏って
いるなど、厳しい現実に直面している 
2)「高校を卒業することは今日の社会におい
てきわめて重要な『資格』として機能してお
り、 『高校卒業資格』のない者は就職にお
いて非常に不利な立場に置かれることはも
はや常識」 (小野・保坂, 2012)、学習保障とそ
れを基盤とした進学保障は、施設の子ども
にとって、その後の人生を左右する大きなフ
ァクターである 
3)高卒という学歴を獲得することが社会への
参加条件になることが明らかな社会である
にもかかわらず、施設では学習支援に関す
る制度上の基盤は未整備かつ各施設の自助
努力に拠る  
4)発達障害など特別支援教育を必要とする子
ども、低学力、被虐待経験による人間関係
の構築の困難さ、基本的生活習慣が確立し
ない子どもの姿  
5)施設においては知識獲得や学力向上という
狭義の学習支援だけではなく、自己肯定感
を高め、生活や遊びを通して社会のルール
やマナー、物事に取り組む姿勢や意欲を育
てるなど、学びの芽としての「学習+生活支
援」が学習の内実であり、子どもたちの学
びの芽の不足により、結果的に学習からドロ
ップアウトせざるを得ない状況がある。 
 以上の結果から、必要な学力を身につけ
ようにも、幼児期に身につけるべき「心情・
意欲・態度」という生活を通した教育の不足
がある。そのため、将来的な生活や教育を見
通し、自立への基盤となる幼児期の重要性、
保育・幼児教育の援用の必要性が改めて確
認される。また、施設独自の努力のみでは
方途を見つけるには難しい状況であり、関連
分 野 と の連携や社会との接続・ネットワー
クモデルの構築も必要であろう。 
 日本における保育・幼児教育の領域では、
よりよい保育・教育を目指すことについての
研究は  進んでいるが、社会的養護下にある
子どもの保育・教育に関する研究は視野に
置かれていない。教育社会学領域では近
年、社会的排除・包摂という観点からの研
究が見られるが(西田 2011、 稲垣 2012、酒
井 2013 など)、これらは就学以降を対象と
しており、本研究が対象とする幼児期につ
いては触れられていない。これまでの教育社
会学の対象が学校教育を基盤にしてきたゆ
えであろう。ようやく教育社会学研究第 88 
巻 (2011)では、創刊後初の「幼児教育の社会



学」で特集テーマが組まれるなど、就学前
の子どもに焦点が当 て ら れるようにはなっ
てきたが、未だ萌芽期であると言えよう。国
際的には、2000 年以降、OECD の Starting 
Strong や  UNESCO の  EFA などを始
め、幼児期が人生の基盤(かつ「国家の豊か
さ」)の基礎を形成する役割を強調している。
なかでも、社会的排除層にある人々への乳
幼児発達支援を通じた教育格差の是正への
期待という面からも保育・幼児教育への注目
は高まっている。 
 
 
２．研究の目的 
 
(1) 質問紙調査を通じた実態の把握  
 全国 601 施設に対する質問紙調査では、児
童養護施設で生活する幼児の生活実態に関
しての調査を行う。 
(2) システム・制度の検証  
(1)を通して浮かび上がる実態から、インタ
ビュー調査を通じてシステムや法制度の課
題を整理する。 
(3)支援ネットワーク形成に向けて、実態を
踏まえた上での理論検討 子どもの権利をど 
のようにして包括的に保障しうるのか、その
際に制度あるいは教育を含 めた諸々のシス
テムはどのように構築されなければならな
いかを検討し、提言を行う。 
 
 
３．研究の方法 
 
(1) 質問紙による予備調査 
 ・(2)に向けた首都圏 A県での質問紙による 
予備調査 
(2) 全国 585施設に対する質問紙による悉皆
調査 
・児童養護施設における幼児に対する処遇・
職員体制の状況 
・全国の児童養護施設における幼稚園就園率 
 以上の観点を中心に質問紙を設計し、全国 
585 施設への質問紙を送付・回収を行う。そ
の後データ化・分析を行い、全国の施設にお
ける実態や傾向を把握する。 
(3) インタビュー調査 
 ・(2)のより詳細な調査を実施するため、調
査協力を得られた施設に対する聞き取り調
査を行う。 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 児童養護施設の幼児・日中の居場所 
 まず、児童養護施設の幼児の日中の居場所
について見ると、2歳児が 76.5% と約 8割の
子どもが施設内保育を受けている。3 歳児は
幼稚園利用が 40.6%、 施設内保育が 39.3%
と幼稚園・施設半々の状況であるが、 4 歳
児・5歳児は幼稚園利用がそれぞれ 70.9%・

77.4%と利用増へと転じている。幼稚園への
入園 可能年齢は基本的には 3 歳児からであ
り、また園によっては 2年保育の実施で 4歳
児からの入園となることも関連しているだ
ろう。保育所の利用は 2歳未満児から 3歳ま
ではほぼ無、4歳児は 3.6%、5歳児 
は  3.7% とごくわずかな数である。同じく
認定こども園も、全年齢において 10%に満た
ない。 
 次に、先の児童養護施設の幼児の日中の居
場所と全国データとを比較すると、児童養
護施設の就学前教育機関利用の独自性がは
っきりと見えてくる。 
 まず、1・2 歳児においては、全国では保育
所  34.5%、家庭  57.2%に大きく分かれる
が、児童養護施設では 74.2%が施設内保育
であり、ほぼ就学前教育施設の利用は見ら
れない。  
 3 歳児においては、全国では幼稚園 37.7%、
保育所 42.1%、家庭 10.6%と 約 8割の幼児
が就学前教育機関の利用がある一方、児童
養護施設では幼稚園 40.6%、保育所 0.0%、
施設内保育 39.3%、就学前教育機関の利用は
4割と、 全国に比べ約半分の割合の利用に留
まっている。 
 4 ・ 5 歳児においては、全国では幼 稚 園 
48.2%、保育所 42.9%、家庭 0.0% とほぼ全
ての幼児がいずれかの就学前教育機関を利
用しているにもかかわらず、児童養護施設
では、幼稚園 74.3%、認定こども園 8.6%、
保育所 3.7%であった。3歳児に比べ、就学前
教育機関の利用率は倍の伸びを見るが、全国
の 4・5歳児の就学前教育機関の利用は 100%、
児童養護施設は 87.9% と、全国の約 9 割に
留まり、約 12 ポイントの差があることは着
目すべき差であろう。    
 また特筆すべき点は、全年齢に共通し
て、保育所の利用が 4%にも満たない低位に
留まっていることも特徴的な結果である。 
 
(2) 幼稚園利用の多さとその背景にある困難 
 就学前教育機関利用先の種別・設置主体を
見ると、89件が私立幼稚園、次いで公立幼稚
園が 54施設と、私立幼稚園の利用が 169施
設のうち半数以上を占めている。 
 全国的にも幼稚園は私立の比重が高い。全
国の幼稚園の設置主体別数を見ると、全国 
11,674 園のうち国立  0.4%(49 園 )、公立 
37.0%(4321 園)、私立 62.6%(7304 園)(文部
科学省 2015)と、幼稚園の約 6割が私立であ
ることとも関連しているであろう。 
 一方で近年、保護者の就労などによる保育
所利用希望者の増加もあり、全国的に幼稚
園数は減少、特に公立幼稚園の減少は顕著
である。幼稚園数は 1985年の 15,220 園(う
ち公立幼稚園 6,269 園)から、上記 2015 年
度は 11,674 園(うち公立 4321 園)と、ピー
ク時の約 7割までへと減少の一途を辿ってい
る(文部科学省 , 前掲書)が、児童養護施設で
は措置費の中で幼稚園費が平成 21 年度から



組まれ、保育料に対する補助か出されたこと
で幼稚園利用に拍車がかかっているとも捉
えられよう。 
 では、幼稚園において児童養護施設の子ど
もはどのように受け入れられているのであ
ろうか。幼稚園利用における受け入れに関す
るインタビュー結果を見ると、全 7施設のう
ち、公立幼稚園を利用する 3施設はすべて受
け入れ状況は良好であったが、私立幼稚園
の利用において困難が見受けられた。そこで
は、「児童養護施設の子どもの入園受入バイ
アス」が存在し、「入園後の園文化・指導
への適応が求められ」、「不適応と見なされ 
ると“やんわりと”入園や園生活の継続を断
られる」。「他の園児の保護者から の評判・
視線」も気に掛ける幼稚園の姿も確認され
る。一般的に私立幼稚園への入園は、抽選
や先着順、建学の精神など設置者の理念に
基づくに選考が行われるが、その線引きは
統一で明確なものはなく、園それぞれに任
されており、その実態は明らかではない。
「幼稚園は親の選択と  園側の選考基準に
『合格』した子どもが、園との直接契約によ
って入園するシステム、そのため保育保障に
関しては市町村を始め公の実施義務はない」
(保育白書、2015)とあり、その選抜の様相は
不明瞭な状況が一般的にもある。 
 
(3) 保育所利用の低さと“二重措置”という
捉え 
 先でも確認された通り、全年齢に共通して
保育所の利用は 4%にも満たない低位に留ま
っていた。こうした状況には、ある厚い壁
の存在している様子が伺われる。 
この中で特に目を引くのが、“二重措置”
という文言である。前述の予備調 査におい
ても、保育所利用に関する自由記述式の回答
において、「(施設の認識 として)“二重措置”
となるため保育所は利用しない」「保育所
を利用したいが、関係機関に“二重措置”
になるため不可と言われている」回答が顕
著であったことから、今回の質問紙調査の選
択項目にこれらを設定した。その結果を見る
と、「自主規制(“二重措置”となるため)」「関
係機関からの 指導 (“二重措置”となるため)
の 2つの回答が 7割強を占める。さらに、「自
主規制(“二重措置”となるため)」「関係機関
からの指導 (“二重措置”とな るため )」を
選択した施設に対し、「保育所利用に対する
施設側の意識」につ  いて尋ねたところ、
「慣例として、保育所には就園できないた
め」が全回答の半数を占める。これらのこ
とからも児童養護施設や関係機関では、保育
所が利用できないことを自明のこととして
捉えられている様子が伺われる。 
 これらの認識の中では以下 2つの特徴があ
る。まず、「『児童養護施設・保育所はともに
児童福祉施設』であるゆえに利用はできな
い」(幼稚園は教育の場であるため利用はでき
るが、保育所は生活の場なので不可 )という

こと。  次に「児童養護施設には職員(保育士)
の配置基準があるため、保育所の入所要件
である『保育に欠ける』(現:保育を必要とす
る )状態に無い」ということが挙げられる。
これらの特徴はともに、制度上、保育所利
用ができないという認識と捉えることがで
きる。しかし、関係する制度を洗い出して
も、“二重措置”という文言は見当たらず、
児童福祉施設の二重の利用を妨げる制度も 
見当たらない。他方、児童養護施設と同じ
く社会的養護下である里親委託の場合には、
保育 所入所取り扱いに関する通知が、2015 
年に厚生労働省 3課長連盟通知として出され
ている(厚生労働省 2015)。里親の場合は、「里
親の就労等により里親に委託されている児
童の保育の必要性が生じた場合において」(同
通知 )という要件として入所を「取り計ら
う」ことが示されており、里親制度では、保
育所利用が明文化されている。また、多少
飛躍のある解釈かもしれないが、児童養護施
設の職員の多忙化・ 職務の多岐化について、
施設職員の労働環境調査を基にした堀場
(2013)の指  摘「子ども・親との関わり、記
録、会議、行事、その他雑務など膨大な業
務がある」(前掲書、p237)ことを、一般家庭に
おけるワーキングペアレンツ状態として 
捉えたとすると、上記で確認した保育所入
所要件にも重なりを見せないだろうか。 
 そして、2015 年度からの子ども・子育て新
制度では、市町村の判断で教育 標準時間(1
号 )認定を受けた子どもが保育所を利用でき
る特例給付・特例利 用保育という仕組み(子
ども・子育て支援法第 28 条)も設けられた。
これら  の制度の“活用”も視野に入れたと
き、利用の幅が広がる可能性もあるであろ
う。  以上、児童養護施設の保育所利用をめ
ぐって確認されることは、”二重措置” とい
う認識のもとに児童養護施設自身による 
「自主規制」や、都道府県・児童相談所な
ど関係機関の「牽制」が働いている状況が
みられる。しかし、保育所利用を妨げる法
令・制度は見当たらず、むしろ保育の必要
性の事由として挙げられている「上記に類
する状態として市町村が認める場合」とい
うグレーゾーンの事由、もしくは上記の特
例給付に利用に対する活路を見出すことも
できるの ではないだろうか。インタビュー
の中で「このご時世」など、社会問題化し
ている待機児童問題などによる保育の受け
皿の狭さへの配慮も見られたが、待機児童
のみならず「保育を必要とする子ども」に
「等しく」保育が供給され、保育を受ける権
利と 
いう視点からの保育所利用について、施設
のみならず、関係機関も改めて捉え直して
いくことはできないだろうか。 
 
(4) 結語 
 児童養護施設の幼児の就学前教育機関の
利用率は、4・5 歳児においては全 国に比べ 



12 ポイントも低位にあり、かつ中でも幼稚
園の利用は 8 割に近い状況が確認された。  
児童養護施設に措置されている子どもたち
にとって、施設は家庭(生活の場) であると捉
た際、家庭外での教育の選択肢が狭 め ら れ
て い る こととは、子どもの育ちのプロセス
に格差がある事実を示している。 
 一般的に、就学前教育機関の利用に際し
ての基準は、就労など保護者側の状況で判
断され、就学前教育を受ける子ども側の状
況が想定されにくい実態がもともとある。
そして、そこでの保護者とは「一般家庭」
の保護者が想定されており、家庭モデルや
子どもが育つ環境が一側面でしか捉 え ら れ
ていないことも、制度設計上の課題として考
えられよう。また、就学前教育機関における
児童養護施設の子どもの受け入れにおいて
も、 その体制、理解や支援の方法について、
教職員研修や(幼稚園教諭・保育士・ 保育教
諭 の )養成教育においても理解を深めていく
必要性もあるであろう。現在、就学前教育
と小学校以降の教育との円滑な連携につい
て、現行幼稚園教育要領・保育所保育指
針・幼保連携型認定こども園教育・保育要領
において も示されている。前述の通り、新
幼稚園教育要領等においても、5 歳児修了時
までに育ってほしい具体的な姿に関する 10 
項目「幼児期の終わりまでに育ってほしい 
姿」が新たに位置付けられる予定である。こ
れらは、現在、就学前教 育を受ける子どもた
ちは 4・5 歳児において 100%であること、
就学前教育を 受け小学校へと就学すること
が「当たり前」を前提に考えられているの
であろうが、いかなる状況に置かれた子ども
たちにとっても、就学前の子ども集団の経 
験の中で、仲間関係の広がりや多様な生活
経験を通し、「幼児期から学童期における発
達と学びの連続性」が保障されていくべき
であろう。また近年、子どもの貧困の連鎖な
どをはじめとする(就学以降の)学校教育 に
おける教育と福祉双方の視点の重要性(酒井 
2013)(埋橋・矢野編 2015)など、教育と福祉
の連携の重要性に触れる研究がみられる。そ
のような意味においても、教育を「人生前半
の社会保障」(広井 2006)として就学前教育ま
でをも視野に含め、幼児期の様々な生育環境
における具体的な実相やそれに伴う課 題を
明らかにし、子どもたちが「人生の始まりこ
そ力強く」(OECD2006)歩んでいけるための
制度設計や支援ネットワーク構築が急務と
されるであろう。 
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